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2021年10月エネルギー政策基本法により
第６次エネルギー基本計画が策定された



再稼働加速、官民一体で再処理操業
、国際連携で高速炉推進?!



GX基本方針とは?

政府は12月２２日、
「ＧＸ（グリーントラン
スフォーメーション）実
行会議」を首相官邸で
開き、今後１０年間
のエネルギー安定供給
と脱炭素化についての
基本方針を決定したと
される。
GX実行会議には何の
法的根拠もない。







全てが国会をスルーして、内閣だけで
決められている。

法律では、具体的なことは決めないで、大切
なことは閣議決定だけで決めていくやり方が安
倍政権以来、慣例化してきた。
エネルギー政策と原子力政策の重要な内容
を法律では決めないで、閣議決定だけで決め
ていくことは民主政治の在り方として根本的に
疑問がある。



福島原発事故後の日本でどうやって脱
原発を実現するか

原発に対する経済的な優遇策を止めれば、自由経
済の中で原子力への投資は減っていき、脱原発が
実現すると説く人もいる。
しかし、日本のように政官財学マスコミの堅固な「原
子力ムラ」が国の支配構造を牛耳っている国におい
て、経済の論理だけで、脱原発を進めることは困難
である。
脱原発を進めるには何らかの公的な意思決定が必
要である。



原発を止める力を持った機関は？
１ 国会＝脱原発の方針を法を制定して、法によって原
発を止めていくプログラムを立法する(ドイツの脱原発法、
日本でも脱原発法を提案したが成立せず)。
２ 行政＝エネルギー基本計画の中に脱原発を明記させ
る。閣議決定で、脱原発の方針を決める。民主党政権下
で政府の閣議決定が実現した。
３ 原子力規制行政＝バックフィット制度が導入され、厳
しい基準を定立し、これを適用して再稼働を認めない。
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原発を止める力を持った機関は？２

４ 地方自治体＝原子力安全協定に基づく同
意権を行使して運転再開に反対する。地方議
会の多数が得られるなら、住民投票を通じて首
長の意見表明を拘束する可能性もある。
５ 裁判所＝司法判断を通じて設置許可の取
消・運転差し止めを求める。
国の仕組みのすべての段階で我々の闘いによ
って原発を止められる可能性はある。



ドイツの司法判断が脱原発法実現に
つながった

裁判で廃炉となった、ミュルハイム・ ケルリヒ原発
「地震のリスク評価をしていない」とする判断で廃炉
が決定された。
ドイツではいくつもの厳しい司法判断が重ねられ、そ
の後の脱原発政策に大きくつながっていった。
これが、2011年脱原発法となって結実した。ロシア
・ウクライナ戦争後の混乱から、この法律が覆される
というニュースが流されたが、冬場に限って廃止予定
の原発の運転継続が一時的に認められたにすぎず
、基本は揺らいでいない。



ドイツ脱原発政策の基軸は2011年
脱原発法
ドイツでは、2002年の原子力法の改正により、 2022年までの脱原
発及び新規の原発建設の禁止 がすでに定められていた。
しかし、2022 年までの脱原発は時期尚早だとして、2010 年には、
脱 原発の完了時期は14年延長された。
ところが、2011年3月11日の東日本大震災を原因とする福島第一
原発の事故があり、メルケル首相（キリスト教民主同盟：CDU）をは
じめとするドイツ政府は、再び原発政策の見直しを迫られた。その結果
、脱原発を含むエネルギー政策全般の検討が強力に推し進められ、脱
原発の完了時 期を2002年法のものに戻す第13次原子力法改正法
、そして、これに伴い再生可能エネルギーの利用率を高めるエネルギー
供給構造改革のための6つの法律が、2011年7月に成立した。
原子力法の改正では、2022年までの脱原発が定められ、また、再生
可能エネルギー法の改正では、 電力供給中に占める再生可能エネル
ギーの割合を2020年に35%、2050年に80%に引き上げる目標が
定められた。



日本の裁判所はなぜ福島原発事故を
未然に防ぐことができなかったのか
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伊方原発



伊方原発最高裁判決の意義と限界
原発は深刻な災害を引き起こすおそれがある。
安全審査は災害が万が一にも起こらないようにす
るためのものである。
現在の科学技術水準が判断基準。
調査審議及び判断の過程に看過し難い過誤、欠
落があれば、違法。
この判断枠組みは判断対象を基本設計に限定し
、行政の広範な裁量を認める限界を持ったが、も
んじゅ訴訟控訴審設置許可無効判決(2003年)
志賀原発運転差し止め判決(2006年)などの判
断を産み出した。 14



二つの最高裁判決が招いた
司法の判断放棄

２００５年のもんじゅ最高裁判決は高裁判決の
専権である事実認定さえ書き換え、原告勝訴判決
を理解困難な論理によって覆した。
２００９年柏崎最高裁判決は安全審査の想定を
はるかに超える中越沖地震による柏崎原発の３０
００カ所もの同時故障の発生を高裁審理終了後
のことがらだとして無視した。
この二つの最高裁判決の誤りこそが、一人一人の
裁判官を萎縮させ、司法の判断放棄を招いた。



高裁の事実認定を覆す禁じ手を犯した
もんじゅ (2005)と福島原発事故国賠訴
訟(2022)最高裁判決
事故に対応して設置許可の変更までしなければ
ならなかった原処分について、違法性がないと
断じた驚くべき判決。
高裁判決が認定していない事実を最高裁が勝
手に書き加え、これと事実に矛盾する高裁の認
定事実は全て無視した。
このやり方を踏襲したのが、福島事故についての
国の責任を否定した2022年6月17日最高裁
多数意見である。水密化の措置が困難であっ
たという下級審の判断はなかった。
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災害の深層を知る

生業とふるさとを奪われた福島の悲劇
倒れた家屋の下や津波の被害者で生きてい
たかもしれない被災者を現場に残したまま、避
難しなければならなかった。
おびただしい災害関連死
原発周辺町村には帰還困難区域が残されて
いる
多くのこども甲状腺ガン発症と裁判提訴



２０１２年６月
子ども・被災者支援法成立

放射性物質による放射線が人の健康に及ぼ
す危険について科学的に十分に解明されてい
ない
居住するか、避難するか、帰還するかについて
、自己決定権を認め、そのいずれを選択した
場合であっても適切な支援を受けられる
住む地域や放射性物質に対する考え方の違
いから生まれた心の中の垣根を取り除く。



子ども被災者支援法に続く脱原発法
制定運動の目指したもの(2012年)



民主党政権の革新的エネルギー・環
境戦略

2012年９月14日、国民からの意見聴取な
どに基づき、「2030年代に原発稼働ゼロを可
能とする」との目標を掲げた「革新的エネルギ
ー・環境戦略」を決定、①原発運転を40年に
制限②新増設せず③安全確認を得た原発の
み再稼働―の３原則を明記した。
しかし、経済界や関係自治体、米国などの反
発や懸念を受けて核燃料サイクルは容認した
。



閣議決定は政府を構成する省庁間の
合意である

９月19日には、「今後のエネルギー・環境政
策については、「革新的エネルギー・環境戦略
」（平成24年９月14日エネルギー・環境会
議決定）を踏まえて、関係自治体や国際社
会等と責任ある議論を行い、国民の理解を
得つつ、柔軟性を持って不断の検証と見直し
を行いながら遂行する」との方針が閣議決定
された。



脱原発法とは
国家として「脱原発」を明確にすること（脱原発
基本法案前文）
「遅くとも２０２０～２５年までのできる限り早
い時期」の脱原発の実現
「最新の科学的知見」に基づく基準に適合しなけ
れば、原発の運転は認めない（再稼働にも厳し
いハードル）
省エネルギー・再生可能エネルギーの一層の促
進、天然ガスの利用の拡大



脱原発法案の基本理念
脱原発は、遅くとも２０２０年から２０２５年までのできる限り早い３月１

１日までに実現されなければならない。
脱原発を実現するに当たっては、電気の安定的な供給に支障が生ずることと

ならないよう、かつ、二酸化炭素の排出量の増加ができる限り抑制されるよう、
省エネルギー（エネルギーの使用の合理化をいう。以下同じ。）が一層推進さ
れるとともに、再生可能エネルギー電気及び天然ガスを熱源として得られる電気
の利用の拡大が図られるものとする。
脱原発を実現するに当たって生ずる原子力発電所が立地している地域及びそ

の周辺地域の経済への影響については、その発生が国の政策の転換に伴うも
のであることを踏まえ、適切な対策が講じられるものとする。
脱原発を実現するに際し、発電の用に供する原子炉は、その運転を廃止する

までの間においても、最新の科学的知見に基づいて定められる原子炉等による
災害の防止のための基準に適合していると認められた後でなければ、運転（運
転の再開を含む。）をしてはならない



法案の第８条が法案の核となる規定
政府は、脱原発を計画的に推進するため、「脱原発基本計画」を定めな

ければならない。
脱原発基本計画は、各原発の廃炉の順序、時期などは基本計画の中

で決めていくこと。
内閣総理大臣は、脱原発基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。
電力の安定的な供給、発送電分離・電力系統強化等の電力システム

の改革や再生可能エネルギーとの拡大・天然ガスを熱源として得られる電
気の利用の拡大・エネルギー源の効率的な利用に取り組む。
使用済燃料の保存及び管理の進め方に関する事項を基本計画におい

て定める。
廃炉について電力会社に補償をするだけでなく、地域雇用機会の創出

と地域経済の健全な発展なども明記し、原発立地に協力してきた地域の
今後の経済にも配慮すること。



立地地域の脱原発に向けた
経済的支援

発電事業と送電事業を分ける発送電分離、
電力系統の強化
原発の立地地域や周辺地域の経済への影響
に、配慮し適切な対策を講じること
このように、脱原発基本法案は、明確に脱原
発の目標を示し、再稼働を許さず、脱原発へ
の行程を示す基本法案である



法案提出には
成功したけれど・・・

法案は１３名の提出者（国民の生活が第一、社民党、新
党きづな、減税日本、新党改革、新党大地・真民主の六会派
）によって、２３名の提出会派と無所属議員（土肥隆一氏
）を含む賛成者を得て提出された。
脱原発法ネットワークは、この法案提出と同時に民主党議員
（５５名）、みんなの党、みどりの風、無所属議員など６６
名の賛同議員名簿を公表した。



法案提出にあたって
大江健三郎さん「議員が個人の意思を発揮して法案提出された
ことに改めて希望を持った」「国民、市民が（原発に）反対の意思
をはっきり示すしかない」
河合弘之弁護士「盛り上がった運動を定着させたいと思い、法案

の提出に取り組んだ。提出の次はこの法案を武器に次の選挙の大
きな争点とし、賛同議員を大幅に増やして法案成立を求めた活動
を強めたい。」
宇都宮健児弁護士は「市民と議員の協力で国会に法案を提出

できたことは画期的だ。次は国民運動を巻き起こして、この法案を
現実に成立させなければならない」
鎌田慧さん「さよなら原発１０００万人署名をしながら、どうやっ
てさよなら原発を現実のものにしようかと考えてきた。法案提出で
ゴールが見えてきた」



脱原発法制定運動の
挫折の意味すること

この運動は、結果として法の制定に至らず、成功できなかった。
民主党は多くの賛同者は集められたが、党としては2030年代
という戦略との整合性から、法の提案を決断できなかった。
共産党は原発の即時廃止実現を主張して法の提案に加わら
なかった。
いつまでに脱原発を実現するかについてドイツのような妥協・合
意が形成できなかった。
しかし、事故後に最も脱原発実現の声が盛り上がっていたこの
時期に、法律の形で、脱原発の方向を法で定めるべきであった
と思う。
今回の岸田政権の暴走の根っこはここにある。今からでも、こ
の点を争点として、法を再度提案し、このことを国政の焦点と
するべきだ。



どうやって、エネルギー政策の決定
権を市民の手に取り戻すのか

市民の過半数は、脱原発の実現を願い続けている。にも
かかわらず、政府が暴走するのは、歯止めがないから。

政府の動向を継続的に注視する。

市民の意見を発信する。

心ある国会議員と連携して、政府案に対案を対置してい
く。

エネルギー政策のあり方を国政選挙の主要な争点に押
しあげ、選挙で勝利して法律を変えていく。


